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議案第26号

（総則）

第１条　令和８年度西海市工業用水道事業会計の予算は、次に定めるところによる。

（業務の予定量）

第２条　業務の予定量は、次のとおりとする。

　（１）給水企業 社

　（２）年間総給水量 ㎥

　（３）一日平均給水量 ㎥

（収益的収入及び支出）

第３条　収益的収入及び支出の予定額は、次のとおりと定める。

　　第１款　工業用水道事業収益 千円

　　　第１項　営業収益 千円

　　　第２項　営業外収益 千円

　　　第３項　特別利益 千円

　　第１款　工業用水道事業費用 千円

　　　第１項　営業費用 千円

　　　第２項　営業外費用 千円

　　　第３項　特別損失 千円

　　　第４項　予備費 千円

1

令和８年度西海市工業用水道事業会計予算

1,825,000

収　　　入

支　　　出

112,770

105,131

5,638

1

2,000

１

5,000

101,605

84,316

17,288
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（資本的収入及び支出）

　　第１款　資本的収入 千円

　　　第１項　企業債 千円

　　　第２項　負担金 千円

　　　第３項　固定資産売却代金 千円

　　第１款　資本的支出 千円

　　　第１項　建設改良費 千円

　　　第２項　企業債償還金 千円

　　　第３項　予備費 千円

（一時借入金）

第５条　一時借入金の限度額は、50,000千円と定める。

（予定支出の各項の経費の金額の流用）

第６条　予定支出の各項の経費の金額を流用することができる場合は、次のとおりと定める。

　（１）各項に計上した経費に係る予定額に過不足を生じた場合における同一款内でのこれらの経費の各項間の流用。

（議会の議決を経なければ流用することのできない経費）

第７条　次に掲げる経費については、その経費の金額を、それ以外の経費の金額に流用し、又はそれ以外の経費をその経費

　の金額に流用する場合は、議会の議決を経なければならない。

　（１）職員給与費 千円

第４条　資本的収入及び支出の予定額は、次のとおりと定める（資本的収入額が資本的支出額に対し不足する額12,791千円は、

　過年度損益勘定留保資金12,609千円、消費税及び地方消費税資本的収支調整額182千円で補てんするものとする。）。

4,450

1

12,794

3

10,791

2,000

支　　　出

収　　　入

3

1

1
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　　令和８年２月２７日　提出

西海市長　瀬川　光之    
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款 項 目 予定額（千円） 備　　考

１工業用水道事業収益 101,605

１営業収益 84,316

１給水収益 84,315

２その他営業収益 1

２営業外収益 17,288

１受取利息及び配当金 300

２他会計補助金 131

３長期前受金戻入 16,856

４雑収益 1

３特別利益 1

１固定資産売却益 1

収益的収入　合計 101,605

令和８年度西海市工業用水道事業会計予算実施計画

収 益 的 収 入 及 び 支 出

収　　入
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款 項 目 予定額（千円） 備　　考

１工業用水道事業費用 112,770

１営業費用 105,131

１原水及び浄水費 54,349

２配水及び給水費 4,910

３総係費 5,396

４減価償却費 39,475

５資産減耗費 1,000

６その他営業費用 1

２営業外費用 5,638

１支払利息及び企業債取扱諸費 2,677

２消費税 2,960

３雑支出 1

３特別損失 1

１その他特別損失 1

４予備費 2,000

１予備費 2,000

収益的支出　合計 112,770

支　　出
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款 項 目 予定額（千円） 備　　考

１資本的収入 3

１企業債 1

１企業債 1

２負担金 1

１負担金 1

３固定資産売却代金 1

１固定資産売却代金 1

資本的収入　合計 3

収　　入

資 本 的 収 入 及 び 支 出
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款 項 目 予定額（千円） 備　　考

１資本的支出 12,794

１建設改良費 3

１工業用水道施設整備費 2

２固定資産購入費 1

２企業債償還金 10,791

１企業債償還金 10,791

３予備費 2,000

１予備費 2,000

資本的支出　合計 12,794

支　　出
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Ⅰ　業務活動によるキャッシュ・フロー： 単位：千円

当年度純利益（純損失） △ 8,383

減価償却費 39,475

退職給付引当金の増減額（△は減少） 0

賞与引当金の増減額（△は減少） △ 9

法定福利費引当金の増減額（△は減少） 0

貸倒引当金の増減額（△は減少） 0

長期前受金戻入額 △ 16,856

受取利息及び受取配当金 △ 300

支払利息 2,677

固定資産除却費 1,000

未収金の増減額（△は増加） 0

未払金の増減額（△は減少） 0

たな卸資産の増減額（△は増加） 0

前払金の増減額（△は増加） 0

小計 17,604

利息及び配当金の受取額 300

利息の支払額 △ 2,677

業務活動によるキャッシュ・フロー 15,227

Ⅱ　投資活動によるキャッシュ・フロー：

有形固定資産の取得による支出 △ 3

有形固定資産の売却による収入 0

国庫補助金等による収入 0

一般会計又は他の特別会計からの繰入金による収入 0

投資活動によるキャッシュ・フロー △ 3

Ⅲ　財務活動によるキャッシュ・フロー：

建設改良企業債による収入 1

建設改良企業債の償還による支出 △ 10,791

財務活動によるキャッシュ・フロー △ 10,790

Ⅳ　資金増加（減少）額 4,434

Ⅴ　資金期首残高 290,445

Ⅵ　資金期末残高 294,879

令和８年度西海市工業用水道事業予定キャッシュ・フロー計算書

－10－



１　総括 単位：千円

特別職
（人）

一般職
（人）

0 1

0 1

0 0

単位：千円

比　較 0 0 0

前年度 350 6 0

本年度 350 6 0

区　分
時間外勤務

手当
管理職員

特別勤務手当
児童手当

278 198

比　較 0 0 0 0 16 14

期末手当 勤勉手当

本年度 0 24 0 0 294 212

手当の
内訳

区　分 扶養手当 通勤手当 住居手当 管理職手当

前年度 0 24 0 0

前年度 0 2,375 856 3,231 1,085 4,316

比　較 0 100 30 130 4 134

計

本年度 0 2,475 886 3,361

給 与 費 明 細 書

区　分
職員数 給 与 費

法定福利費 合　計 備　考
報酬 給料 手当

1,089 4,450
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（１）会計年度任用職員以外の職員 単位：千円

特別職
（人）

一般職
（人）

0 1

0 1

0 0

単位：千円

比　較 0 0 0

前年度 350 6 0

本年度 350 6 0

本年度 0 24 0 0 294

14

区　分
時間外勤務

手当
管理職員

特別勤務手当
児童手当

比　較 0 0 0 0 16

132

手当の
内訳

区　分 扶養手当 通勤手当 住居手当 管理職手当 期末手当 勤勉手当

比　較 0 100 30 130 2

212

前年度 0 24 0 0 278 198

4,448

前年度 0 2,375 856 3,231 1,085 4,316

本年度 0 2,475 886 3,361 1,087

区　分
職員数 給 与 費

法定福利費 合　計 備　考
報酬 給料 手当 計
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（２）会計年度任用職員 単位：千円

単位：千円

0

0手当の
内訳

区　分 通勤手当 期末手当 勤勉手当
時間外勤務

手当

本年度

比　較 0 0 0 0 0

前年度 0 0 0 0

0

前年度 0 0 0 0 0 0 0

比　較 0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0

計

本年度 0 0 0 0 0

区　分
職員数
（人）

給 与 費
法定福利費 合　計 備　考

報酬 給料 手当

0
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２　給料及び職員手当の増減額の明細

区　　分

３　給料及び職員手当の状況

（１）職員１人当たりの給与の状況

平均年齢 ― 62 歳

昇給に伴う増加分 0

令和７年１月１日現在

平均給料月額 ― 197,900 円

平均給与月額 ― 199,900 円

区　　分 企業職（一） 労務職

令和８年１月１日現在

平均給料月額 ― 206,200 円

平均給与月額 ― 208,200 円

平均年齢 ― 61 歳

その他の増減分 0

増減額（千円） 増減事由別内訳（千円） 説　　明 備　　考

職員手当 30
制度改正に伴う増減分 30 期末勤勉手当の改正によるもの

その他の増減分 0

給　　料 100

給与改定に伴う増減分 100

－14－



（２）初任給の状況

区　分

高校卒

大学卒

（３）等級別職員数

区　分

５ － － ５ ０ 0.0

計 － － 計 １ 100.0

７ － －

0.0

４ － － ４ ０ 0.0

100.0

２ － － ２ ０ 0.0

令和７年１月１日現在

１ － － １ １

３ － － ３ ０

６ － －

計 － － 計 １ 100.0

７ － －

６ － －

５ － － ５ ０ 0.0

４ ０ 0.0

３ － － ３ ０ 0.0

企業職（一） 労務職

令和８年１月１日現在

級 職員数(人) 構成比(％) 級 職員数(人)

２ － － ２ ０ 0.0

構成比(％)

１ － － １ １ 100.0

４ － －

企業職（一） 労務職

200,300 円 198,200 円

232,000 円 ―

－15－



（級別の標準的な職務内容）
区分

（４）昇給 単位：人

比率（Ｂ）／（Ａ）　（％） 0.0 ―   0.0

７号給 0 0 0
８号給 0 0 0

0 0

３号給 0 0 0
４号給 0 0 0

１号給 0 0 0
２号給 0 0 0

前年度

職員数（Ａ） 1 0 1
昇給に係る職員数（Ｂ） 0 0 0

号給数別内訳
５号給 0 0 0
６号給 0

比率（Ｂ）／（Ａ）　（％） 0.0 ―   0.0

６号給 0 0 0
７号給 0 0 0

0 0
３号給 0 0 0

８号給 0 0 0

本年度

職員数（Ａ） 1 0 1
昇給に係る職員数（Ｂ） 0 0 0

号給数別内訳

１号給 0 0 0
２号給

４号給 0 0 0
５号給 0 0 0

0

区　　　分 合　計
代表的な職種

企業職（一） 労務職

必要とする業務を行う職務　

労務職

５級 ４級 ３級 ２級 １級
特に高度の技能又は経験 高度の技能又は経験を必 相当高度の技能又は経験 相当の技能又は経験を必 定型的な業務を行う職務

を必要とする業務を行う 要とする業務を行う職務 を必要とする業務を行う 要とする業務を行う職務

職務 職務

７級 ６級 ５級 ４級

企業職（一）

 部長、困難な業務を行う課長  課長及び参事の職務　　 課長補佐及び副参事の職務　  係長の職務

 の職務

主査の職務　　　　　　　 高度の知識又は経験を必要と 定型的な業務を行う職務　　

特に高度の知識又は経験を する業務を行う職務　　　　

３級 ２級 １級

－16－



（５）期末手当・勤勉手当

本年度

前年度

一般会計の制度

（６）定年退職及び勧奨退職に係る退職手当

区　　分

支給率等

一般会計の制度
（支給率等）

（７）その他の手当

差異の内容 ― ― ― ―

区　　分 扶養手当 通勤手当 住居手当 管理職手当

一般会計の制度との異同 同 同 同 同

24.58688 33.27075 47.709 47.709
定年前早期退職特例措置

（2％～20％）加算

24.58688 33.27075 47.709 47.709
定年前早期退職特例措置

（2％～20％）加算

20年勤続の者
（月分）

25年勤続の者
（月分）

35年勤続の者
（月分）

最高限度
（月分）

その他の加算措置等 備　考

1.200 1.200 2.40 有 同上

1.225 1.225 2.45 有 同上

1.225 1.225 2.45 有 再任用職員の率

区　　分

支給期別支給率
支給率計
（月分）

職制上の段階、
職務の級等による

加算措置
備　　考

６月（月分） １２月（月分）

－17－



円 円 円 円
１．固定資産
（１）有形固定資産

イ　土地 29,421,857
ロ　建物 72,714,242
　　減価償却累計額 △ 34,487,036 38,227,206
ハ　構築物 1,189,391,738
　　減価償却累計額 △ 826,125,098 363,266,640
ニ　機械及び装置 455,855,121
　　減価償却累計額 △ 354,839,661 101,015,460
ホ　車両運搬具 6,832,880
　　減価償却累計額 △ 4,543,700 2,289,180
ヘ　工具器具及び備品 66,215,800
　　減価償却累計額 △ 31,782,900 34,432,900
　ト　建設仮勘定 0
有形固定資産合計 568,653,243

（２）無形固定資産 0
無形固定資産合計 0

固定資産合計 568,653,243

２．流動資産
（１）現金預金 294,879,000
（２）未収金 0
（３）前払費用 0

流動資産合計 294,879,000
　　資産合計 863,532,243

令和８年度西海市工業用水道事業予定貸借対照表

（令和９年３月31日）

資　産　の　部
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３．固定負債
（１）企業債 108,299,371
（２）引当金

イ　退職給付引当金 0
固定負債合計 108,299,371

４．流動負債
（１）企業債 11,003,150
（２）未払金 15,438,680
（３）引当金

イ　賞与引当金 169,000
ロ　法定福利費引当金 36,000
流動負債合計 26,646,830

５．繰延収益
長期前受金 1,101,723,014
長期前受金収益化累計額 △ 778,035,522
繰延収益合計 323,687,492
　　負債合計 458,633,693

６．資本金 390,909,086

７．剰余金
（１）資本剰余金

イ　国庫補助金 0
ロ　他会計補助金 0
ハ　工事負担金 39,726,385
ニ　その他資本剰余金 0
資本剰余金合計 39,726,385

（２）利益剰余金
イ　利益積立金 3,000,000
ロ　建設改良積立金 26,513,620
ハ　減債積立金 32,000,000
ニ　当年度未処理欠損金 87,250,541
利益剰余金合計 △ 25,736,921
剰余金合計 13,989,464
　　資本合計 404,898,550
　　負債資本合計 863,532,243

資　本　の　部

負　債　の　部
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円 円 円
１　営業収益

（１）給水収益 76,650,000
（２）その他営業収益 1,000 76,651,000

２　営業費用
（１）原水及び浄水費 62,718,000
（２）配水及び給水費 4,703,000
（３）総係費 5,445,000
（４）減価償却費 39,397,000
（５）資産減耗費 1,000,000
（６）その他営業費用 1,000 113,264,000

営業損失 36,613,000

３　営業外収益
（１）受取利息及び配当金 40,000
（２）長期前受金戻入 16,856,000
（３）雑収益 1,000
（４）他会計補助金 132,000 17,029,000

４　営業外費用
（１）支払利息及び企業債取扱諸費 2,726,000
（２）雑支出 1,000 2,727,000 14,302,000

経常損失 22,311,000

５　特別損失
（１）その他特別損失 1,000 1,000 1,000

当年度純損失 22,312,000
前年度未処理欠損金 56,555,541
当年度未処理欠損金 78,867,541

令和７年度西海市工業用水道事業予定損益計算書
（令和７年４月１日から令和８年３月31日）
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円 円 円 円
１．固定資産
（１）有形固定資産

イ　土地 29,421,857
ロ　建物 72,714,242
　　減価償却累計額 △ 33,239,400 39,474,842
ハ　構築物 1,189,391,738
　　減価償却累計額 △ 807,314,545 382,077,193
ニ　機械及び装置 455,855,121
　　減価償却累計額 △ 336,454,860 119,400,261
ホ　車両運搬具 6,832,880
　　減価償却累計額 △ 4,329,055 2,503,825
ヘ　工具器具及び備品 66,215,800
　　減価償却累計額 △ 30,965,865 35,249,935
　ト　建設仮勘定 0
有形固定資産合計 608,127,913

（２）無形固定資産 0
無形固定資産合計 0

固定資産合計 608,127,913

２．流動資産
（１）現金預金 290,444,785
（２）未収金 0
（３）前払費用 0

流動資産合計 290,444,785
　　資産合計 898,572,698

令和７年度西海市工業用水道事業予定貸借対照表

（令和８年３月31日）

資　産　の　部
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３．固定負債
（１）企業債 125,702,521
（２）引当金

イ　退職給付引当金 0
固定負債合計 125,702,521

４．流動負債
（１）企業債 10,790,199
（２）未払金 15,438,680
（３）引当金

イ　賞与引当金 178,000
ロ　法定福利費引当金 36,000
流動負債合計 26,442,879

５．繰延収益
長期前受金 1,101,723,014
長期前受金収益化累計額 △ 761,179,161
繰延収益合計 340,543,853
　　負債合計 492,689,253

６．資本金 383,510,981

７．剰余金
（１）資本剰余金

イ　国庫補助金 0
ロ　他会計補助金 0
ハ　工事負担金 39,726,385
ニ　その他資本剰余金 0
資本剰余金合計 39,726,385

（２）利益剰余金
イ　利益積立金 3,000,000
ロ　建設改良積立金 26,513,620
ハ　減債積立金 32,000,000
ニ　当年度未処理欠損金 78,867,541
利益剰余金合計 △ 17,353,921
剰余金合計 22,372,464
　　資本合計 405,883,445
　　負債資本合計 898,572,698

資　本　の　部

負　債　の　部
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１　重要な会計方針に係る事項

　　平成26年度より、改定後の地方公営企業会計基準を適用して、財務諸表等を作成している。

　（１）たな卸資産の評価基準及び評価方法

　　　　たな卸資産は、事業用の材料であり重要性に乏しいので、低価法は適用していない。

　（２）有形固定資産の減価償却の方法

　　　・減価償却の方法　定額法

　　　・主な耐用年数

　　　　　建物 38～65 年

　　　　　構築物 ６～60 年

　　　　　機械及び装置 ６～25 年

　　　　　工具・器具・備品 ２～15 年

　　　　　車両運搬具 ４～７ 年

　（３）引当金の計上方法

　　　イ　退職給付引当金

　　　　　本市は退職手当組合に加入している。平成29年度より、一般会計との取り決めによって、追加的負担は全額一般

　　　　会計において措置することとなっているため、工業用水道事業会計においては退職給付引当金を計上せず、拠出時

　　　　に費用処理を行っている。

　　　ロ　賞与引当金

　　　　　職員の期末手当及び勤勉手当の支給に備えるため、当年度末における支給見込額に基づき、当年度の負担に属す

　　　　る額を計上している。

　　　ハ　法定福利費引当金

　　　　　職員の期末手当及び勤勉手当に係る法定福利費の支出に備えるため、当年度末における支給見込額に基づき、当

　　　　年度の負担に属する額を計上している。

注記表
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　　　ニ　貸倒引当金

　　　　　貸倒実績がないため、計上していない。

　（４）消費税等の会計処理

　　　　消費税及び地方消費税の会計処理は税抜処理によっている。

２　予定キャッシュ・フロー計算書等に関する注記

　　該当なし。

３　セグメント情報に関する注記

　　該当なし。

４　減損損失に関する注記

　　該当なし。

５　リース契約により使用する固定資産に関する注記

　　該当なし。

６　重要な後発事象に関する注記

　　該当なし。

７　その他の注記

　　該当なし。
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収　入 （単位：千円）

款・項 目 本年度 前年度 比較 節 金額 備　　考

１工業用水道事業収益 101,605 101,337 268

１営業収益 84,316 84,316 0

１給水収益 84,315 84,315 0

１水道使用料 84,315

２その他営業収益 1 1 0

１その他営業収益 1

２営業外収益 17,288 17,021 267

１受取利息及び配当金 300 40 260

１預金利息 300

２他会計補助金 131 124 7

１他会計補助金 131 基礎年金拠出金分

３長期前受金戻入 16,856 16,856 0

１長期前受金戻入 16,856

４雑収益 1 1 0

１その他雑収益 1

３特別利益 1 0 1

１固定資産売却益 1 0 1

１固定資産売却益 1

令和８年度西海市工業用水道事業会計予算説明書

収益的収入及び支出
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支　出 （単位：千円）

款・項 目 本年度 前年度 比較 節 金額 備　　考

１工業用水道事業費用 112,770 127,545 △ 14,775

１営業費用 105,131 119,857 △ 14,726

１原水及び浄水費 54,349 68,970 △ 14,621

１被服費 1

２備消品費 660

３燃料費 714

４光熱水費 53

５通信運搬費 271 電話回線専用料

６委託料 22,763 浄水場運転管理業務委託料

電気工作物保安管理業務委託料

消防設備保守点検業務委託料

産業廃棄物処理業務委託料

浄水場緊急対応業務委託料

７修繕費 4,400

８動力費 21,168

９薬品費 3,553 浄水処理薬品費・DPD残留塩素試薬

10材料費 556

11手数料 210 水質検査手数料

２配水及び給水費 4,910 5,174 △ 264

１光熱水費 60

２委託料 450 海底配管電気防食装置点検業務委託料

松島側安全弁点検業務委託料

３修繕費 3,300

４材料費 1,100

３総係費 5,396 5,315 81

１給料 2,475
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（支　出） （単位：千円）

款・項 目 本年度 前年度 比較 節 金額 備　　考

２職員手当等 717 通勤手当、時間外勤務手当、管理

職特別勤務手当、期末勤勉手当

３賞与引当金繰入額 169

４法定福利費 1,052 共済組合負担金、退職手当組合負担金、

追加費用負担金、恩給条例負担金、

公務災害補償負担金

５法定福利費引当金繰入額 36

６旅費 56 研修・打合せ等旅費

７備消品費 7

８手数料 110 車両法定検査手数料

口座振込手数料

９賃借料 71 航送船料

10修繕費 440 車両点検整備修繕費

11研修費 10 九州ブロック連絡協議会参加費

12会費負担金 86 日本工業用水道協会会費負担金

13保険料 128 自動車損害共済分担金

自動車自賠責保険料

14公課費 39 自動車重量税

４減価償却費 39,475 39,397 78

１有形固定資産減価償却費 39,475

５資産減耗費 1,000 1,000 0

１固定資産除却費 1,000

６その他営業費用 1 1 0

１雑支出 1

２営業外費用 5,638 5,687 △ 49

１支払利息及び企業債 2,677 2,726 △ 49

　取扱諸費 １企業債利息 2,677
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（支　出） （単位：千円）

款・項 目 本年度 前年度 比較 節 金額 備　　考

２消費税 2,960 2,960 0

１消費税 2,960

３雑支出 1 1 0

１その他雑支出 1

３特別損失 1 1 0

１その他特別損失 1 1 0

１その他特別損失 1

４予備費 2,000 2,000 0

１予備費 2,000 2,000 0

１予備費 2,000

－28－



収　入 （単位：千円）

款・項 目 本年度 前年度 比較 節 金額 備　　考

１資本的収入 3 6,402 △ 6,399

１企業債 1 6,400 △ 6,399

１企業債 1 6,400 △ 6,399

１企業債 1

２負担金 1 1 0

１負担金 1 1 0

１負担金 1

３固定資産売却代金 1 1 0

１固定資産売却代金 1 1 0

１固定資産売却代金 1

資本的収入及び支出
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支　出 （単位：千円）

款・項 目 本年度 前年度 比較 節 金額 備　　考

１資本的支出 12,794 20,795 △ 8,001

１建設改良費 3 8,213 △ 8,210

１工業用水道施設整備費 2 6,764 △ 6,762

１委託料 1

２工事請負費 1

２固定資産購入費 1 1,449 △ 1,448

１固定資産購入費 1

２企業債償還金 10,791 10,582 209

１企業債償還金 10,791 10,582 209

１元金償還金 10,791

３予備費 2,000 2,000 0

１予備費 2,000 2,000 0

１予備費 2,000
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　　　（単位：円）

種   類 発    行 発 行 総 額 当 年 度 償 還 高 未 償 還 発行 利率 償還終期 備    考

年 月 日 償 還 高 累    計 残    高 価額 (％)

財政融資資金 平20.3.25 90,000,000 4,036,667 45,779,418 40,183,915 ― 2.00 　　令18.3.1 浄水場改良、送水管布設替

財政融資資金 平21.3.25 86,500,000 3,802,679 40,440,230 42,257,091 ― 1.90 　　令19.3.1 浄水場施設改良

公営企業等金融機構資金 平21.3.30 19,500,000 1,014,249 10,853,534 7,632,217 ― 1.80 　　令16.3.20 浄水場施設改良

公営企業等金融機構資金 平22.3.25 50,000,000 1,936,604 18,834,098 29,229,298 ― 2.10 　　令22.3.20 浄水場施設改良

合　　計 246,000,000 10,790,199 115,907,280 119,302,521

企  業  債  明  細  書

 償   還   高
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